
証券業界の環境問題に関する行動計画の区分に則った取組み状況一覧表

　　　　：平成18年9月以前から継続している取組　　　　　：継続のうち、特に強化している取組　　　　　：平成18年10月以降から始めた取組　　　　　　：今後着手予定 平成20年10月現在
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行動計画 新光証券 大和証券ＳＭＢＣ 日興コーディアル証券 野村證券 ビー・エヌ・ピーパリバ証券 みずほ証券 みずほインベスターズ証券 三菱ＵＦＪ証券 メリルリンチ日本証券

(1)証券業を
　通じた
　取り組み

強化 強化 継続 強化 継続 継続 継続 強化 継続

SRIファンドの取扱、投信子会
社によりSRIファンドの設定・
運用。横浜市債「ハマ債風
車」の共同主幹事。

エコファンド等、社会的な視
点を持った金融商品の開発･販
売。環境技術等を有する企業
のファイナンス支援。環境技
術、環境への取組に係わる投
資情報の提供。排出権関連ビ
ジネス。

日本で初めて、企業の環境の
取組を企業評価に取り入れた
SRIファンド「日興エコファン
ド」の運用・販売を開始し、
先駆者として今後も積極的に
取組む。

本業における社会・環境問題
のソリューション提供。具体
的には、環境関連ファンドの
組成・販売、クリーンテッ
ク・ベンチャー投資ビジネス
等。

パリ本店と連携しながら排出
権ビジネスへの取組が始まっ
ている。国内での取引実績は
まだないがビー・エヌ・ピー
パリバ銀行東京支店により国
内企業に対する取引提案済。

子会社を通じて環境に関する
コンサルティングビジネスを
積極展開。M&Aビジネスにおい
ても環境リサイクル事業の強
化に資するM&Aのアドバイスを
積極的に推進。

金融サービスの提供拡充に努
めている。具体的には、社会
貢献・環境関連温暖化防止等
をテーマとした商品の取扱を
実施。

証券業の特性を生かした取組
として、市場環境に応じて環
境関連企業を投資対象とする
投資信託の組成・販売。環境
問題啓発に向けたパンフレッ
ト等も制作・配布。

グローバル規模で、クリーン
技術や代替エネルギー開発に
取組んでいる企業に対する資
金の提供。グループ会社は環
境関連商品を販売。

(2)地球
　温暖化
　対策

継続 強化 継続 強化 継続 強化 継続 継続 強化

目論見書の電子交付サービス
の導入や、各種帳票類、社内
文書等のペーパーレス化、
「チームマイナス6％」への参
加を通じて、省資源・省電力
化に対する取組を実施。

「クールビズ」導入による空
調管理、19時前退社の徹底に
よる空調･照明使用時間の短
縮。電子データの活用により
紙の帳票出力量を削減。

証券業界で初めて、ISO14001
環境マネジメントシステムの
認証を2001年に取得、効率的
かつ効果的にCO2削減努力をし
てきている。今後、日本にお
けるシティにこれまでの日興
の取組を拡げ、更なる効果を
生み出したい。

日本橋本社では、数値目標を
持って削減に取組んでいる。
紙使用量の削減、各種電力機
器の省エネ化・高効率化、社
有車の低公害車化等を実施。
又、グリーン電力証書も購入
し貢献に努めている。

海外出張のかわりに電話会議
やテレビ会議をより多く利用
することにより、温室効果ガ
ス発生を抑制するように努め
ている。

書類の電子化等のペーパーレ
ス化の促進、両面印刷の推進
による紙使用量の削減に積極
的に取組んでいる。節電、省
電力機器の導入については照
明器具の更新、夏季室温設定
緩和、空調運転時間の短縮、
自動販売機のヒートポンプ式
への変更等を実施。

『チーム・マイナス6％』へ参
加し、コピー用紙使用量の削
減、こまめな節電等の社内啓
蒙を実施により、地球資源の
消費削減等を実践。

全社を通じ紙・電力使用量の
削減、廃棄物の分別回収など
省資源・省エネに努めてい
る。

全世界の拠点におけるエネル
ギー消費量を、年間2％削減す
る目標を設定。新設するオ
フィスについてはLEEDのゴー
ルド基準に準拠。

(3)循環型
　経済社会の
　構築

継続 強化 継続 強化 継続 継続 強化 強化 継続

本社内からの廃棄物について
は、管理会社と一体となっ
て、リサイクル率の向上に努
め、溶解物はJP資源(株)によ
る100％リサイクル率達成。

紙の再利用・廃棄物分別回収
に加え、本社ビル移転を機
に、各フロアにおける11種類
の一般廃棄物の分別管理を徹
底。新本社ビルのフロアにリ
サイクル可能なカーペットを
使用、廃棄書類を全て溶解処
理できる紙リサイクルシステ
ムを導入した。

上記（2）記載の通りISO14001
環境マネジメントシステムの
もと、資源のリサイクル等に
積極的に取組む。

日本橋本社における廃棄物リ
サイクル率と紙類リサイクル
率は、毎年90%を越えている。
又、CSRレポートの発行に際
し、紙はFSC認証紙を、インク
は植物性大豆油インクを使用
する等して、環境に配慮して
いる。

使用済み封筒の再利用やごみ
の分別廃棄を行うことによっ
て廃棄物の削減やリサイクル
の促進を図っている。社内規
定等各種文書や決裁手続きの
電子化を進め、紙の使用量の
削減及び文書保管スペースの
効率利用にも努めている。

オフィスで使用する紙は認証
チップ紙・再生紙を利用、事
務用品のリサイクル推進（リ
サイクルコーナーの設置）、
コピー裏紙の使用、缶・ビ
ン、PETボトル等のゴミ分別回
収等の環境負荷の軽減に努め
ている。

再生紙の活用を促すととも
に、グリーン購入調達率の向
上を図り、さらには廃棄物の
分別回収を徹底することで、
環境負荷軽減・資源再利用に
努めている。

全社を通じて紙使用量の削減
や廃棄物の分別回収などの省
資源・リサイクルに努めてい
る。

両面コピーの励行、ごみの分
別等の実施。

(4)社内教育
　及び
　啓発活動

継続 強化 継続 強化 継続 強化 強化 新規 継続

当社、グループ各社向けに、
空調温度設定（夏28℃、冬
20℃）を徹底させるため、ス
テッカーやポスターを作成
し、啓発活動に努めている。

ウェブサイトによる啓発、事
業法人のお客様向けに環境問
題の現状を説明するセミナー
を開催。また機関投資家のお
客様向けに環境技術や排出権
に係わるセミナーを開催。

ISO14001環境マネジメントシ
ステムの規定に基づき、認証
範囲の就業者及び新入社員に
対する環境教育を実施、今後
教育の対象の拡大や、教育内
容の充実を図り、社員意識の
向上を目指している。

社内の環境意識向上の為、社
員の子弟を対象にしたエコイ
ベントや、環境教育プログラ
ムを実施。社会全体に向けた
取組としては、地球環境テク
ノロジーコンファレンスを
2004年より毎年開催。

環境保護活動等を、社内イン
トラネット等を通じた情報宣
伝活動により社員教育・啓発
を実施。

環境問題への意識高揚を目的
として、グループ全体での環
境キャンペーンを実施し、多
数の社員が参加。富士山ク
リーン活動（不法廃棄ゴミの
回収）等を社員参加で実施。

本年7 月に実施された『クー
ルアース・デー』へ参加し、
20 時までに全社統一で消灯す
るという≪七夕ライトダウン
≫に取組む等、環境問題への
関心を促すような社内啓発を
実施。

ISO14001認証を取得、環境マ
ネジメントシステム運営の一
環として社内教育を実施。上
記（1）記載の通り社外に向け
た環境問題啓発パンフレット
等を制作・配布。

米国親会社社長兼COOがリー
ダーシップを取り、全社を挙
げて、環境に関する意識の向
上に努めている。具体的には
イントラネットを使った社内
広報、講演会の実施。

(5)環境保護
　活動

強化 新規 強化 強化 強化 強化 継続 新規 強化

従来の施策に加えNPO法人富士
山クラブと協力して行う「富
士山クリーンアップ」や、
（財）港区スポーツふれあい
文化健康財団が主催しておこ
なう「東京ベイ・クリーン
アップ大作戦」への参加を通
じて、環境保護活動を実施。

グループ本社にて2007年11
月、環境NGOコンサベーショ
ン・インターナショナルと協
同で、世界7カ国8地域の世界
自然遺産周辺地域を選び、生
態系の保全活動を行う「ダイ
ワCI生物多様性保全基金」を
設立。

各支店では、自発的に地域の
環境保護活動に参加、地元密
着型の環境保護活動を展開。
今後はシティのボランティア
活動との連携を深め、活動の
さらなる推進を目指す。

世界中の子ども達の環境意識
の改革や、国際交流の促進を
行う事を目的とした団体、国
際芸術技術協力機構に協賛。
支店では地域の自治体が実施
する清掃活動等を通じて、環
境貢献に取組んでいる。

従来の施策に加え支店長指示
のもと、支店としての取組と
従業員の自主的な活動を支援
するという2つの観点で、その
運営・推進については総務部
を先導役として各関連部署を
巻き込んだ運動（ペットボト
ルのキャップ回収運動等）を
サポート。

入居ビルは、ごみのリサイク
ル率70％以上で、2005年度事
業法大規模建築物における千
代田区長賞（優秀賞）を受
賞、当社はビルのルールを遵
守することにより環境問題に
も向き合っている。社員の環
境意識を高めるため、NPO法人
富士山クラブと共同で富士山
クリーン活動を実施。

個々の部支店毎に、地域社会
及び他団体等が実施する環境
保護に向けた社会貢献活動へ
の参加に努めている。実績と
しては、店外清掃活動や国土
緑化推進機構が行う植樹祭へ
の参加等。

親会社・グループ会社と共
に、日本ユネスコ協会連盟と
協働し、植樹活動等を展開。

日本橋川の浄化プロジェクト
を支援。米国親会社はCDPの創
設メンバーであり、グローバ
ル・スポンサー。国連環境計
画・金融イニシアティブに加
盟、マサチューセッツ工科大
学の地球変動の科学と政策に
関する合同プログラムのスポ
ンサー。

(6)環境関連
　法規等
　の遵守

継続 継続 継続 強化 強化 継続 継続 継続 継続

環境関連法規等の遵守に努め
ている。

グループ本社から毎年送付さ
れる「環境関連法令遵守状況
チェック」に基づき、関連す
る法令等の認知、および違反
のないことを確認。

年に1回、環境関連法規等の遵
守について、拠点の管理者お
よびテナント大家等にヒアリ
ングを実施、遵守状況を確
認。

現状の環境関連法令遵守に加
え、省エネ法、温対法、改正
東京都環境確保条例への対応
を進めている。環境確保条例
に基づき都に提出している地
球温暖化計画書での取組が評
価され、AAAの知事表彰を受
賞。

CSRレポートを作成済。また、
納入業者との契約書にも環境
保護推進のコミットメントを
規定する条項を新規締結ごと
に順次追加。既に、昨年3月締
結の旅行代理店との新規契約
では当該条項を追加済。

環境関連法規等の遵守は、当
社として当然の責務であると
認識し、対応。

環境問題に関して、国及び地
方自治体の定める関連法規・
ルール及びその他の事項を遵
守。

法令遵守を経営の最重要課題
の1つと位置付け、金融関連法
令に止まらず、環境関連法規
等を遵守。ISO14001認証取得
企業として環境マネジメント
システムにおいて遵守を徹
底。

環境関連に限らず、法令順守
に努めている。

(7)数値目標
　①又は②
　※数値は
　用語解説
　３項を参照

新規 継続 検討中 継続 検討中 継続 新規 新規 検討中

①に従い、積極的な推進を
図っているが、削減計画につ
いては策定中。

グループとして、②を目指
す。

数値目標については①を採
用。数値データは、2000年か
ら把握を開始しているが、削
減数値目標の設定は行ってい
ない。

②に従い、順調に削減を実
施。

①を目指す。
②を目指す。2002年度基準で
2006年度までで▲10％を超え
る削減を達成。

①を目指している。
①の数値目標を達成できるよ
う努めている。

現時点での6％の削減は困難で
あるため、まずは全社員一層
の理解・認識の向上を求める
ところから始めている。グ
ローバルにエコ・コンサル
ティングを導入し、意識の向
上に努めている。

(8)行動計画
　の検証

新規 強化 継続 継続 検討中 継続 継続 新規 新規

計画自体が策定中であるが、
報告するための体制は整って
いる。

電力、ガス･軽油、重油、ガソ
リンの使用量、コピー･帳票用
紙使用量、廃棄物発生量及び
リサイクル量などの環境負荷
データを集計し、行動計画の
検証を実施。2007年度には本
社移転による影響の分析を実
施するとともに、環境負荷
データの集計範囲を主要海外
拠点にまで拡大した。

行動計画の策定にあたり、WG
として参加しており、今後の
日本証券業協会の検証にも積
極的に協力していく。

行動計画を実践味のあるもの
にするには、実際の活動の検
証だと考えている。その為、
定期調査をはじめ必要な調査
には積極的に参加・貢献して
いく。

上記の検証のため、定期・不
定期に調査を実施。

行動計画の実情検証に向け、
定期的にモニタリング、レ
ビューを行なってまいりま
す。

年度期初にＣＳＲ活動全般に
関わる計画を策定し、中間期
末及び期末にて実行状況を検
証し経営報告している。

2007年度に関する調査には回
答しており、今後も調査に協
力していく予定。

上記の削減に関する数値目標
は現時点では設けていないた
め「計画の検証」という形で
は行っていないが、オフィス
内の温度設定や照明照度の見
直しなど、できるところから
取組みを行い、逐次モニター
している。

各社の取組内容のうち、下線部分：新規取組、太文字部分：強化した取組。

別紙

『継続』 『強化』 『新規』 『検討中』
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